
R7 大教組　（養護教員部）
項目１①
○ これまでも国に対して、定数改善を求めてまいったが、令和８年度の文部科学省概算要求で、「新たな定数改善計画」として、養護教諭の複数配置基準を小学校・中学校いずれも100人引下げることが示されたところ。
〇 引き続き、国の動向を注視してまいる。
項目①②③④⑤⑥⑦⑧⑨
○ これまでも国に対して、定数改善を求めてまいったが、令和８年度の文部科学省概算要求で、「新たな定数改善計画」として、養護教諭の複数配置基準を小学校・中学校いずれも100人引下げることが示されたところ。
〇 引き続き、国の動向を注視してまいる。
項目１⑦
○ 現在、いじめや不登校、自傷行為、暴力行為等、「心身の健康問題」が相当に深刻化するなど、特別な事情のある学校に対しては、児童生徒数の多寡に関わらず、児童生徒の心身の健康の適切な対応を行う学校への加配として養護教諭を複数配置している。
○ この養護教諭の加配措置については、毎年、文部科学省の概算要求の状況踏まえつつ、追加要求を行っているが、加配増が実現できていない現状である。次年度以降も引き続き追加要求を行ってまいる。
○ また、令和８年度の「国の施策並びに予算に関する提案・要望」において、養護教諭の複数配置等の体制の充実が必要不可欠であることから、加配定数の拡充に加え、基礎定数の算定基準の見直し・改善を行うことを要望したところ。
○ 地域の実情に応じて様々な学校保健上の課題への対応が可能となるよう、養護教諭の定数改善及び加配措置の充実について、引き続き国に対して要望してまいる。
項目２①
○ 学校における休憩時間については、条例等に基づき付与しているところであり、学校職場の実態も踏まえ、適切に運用されていると認識している。
○ なお、休憩時間の適切な運用については、「休憩時間を取得しやすい環境づくりに努めること。また、校長は休憩時間を明示し当該時間に取得できない場合には、他の時間帯に与えるなど、適切な対応を取るよう指導すること。」として市町村教育委員会に対し指導・助言しているところ。
項目２③
○ 学校における働き方改革を進める観点から、令和２年８月より、長期休業期間中における代替教員等の措置についても、適切に対処しているところ。
○ 代替教員の確保については、府教育庁として講師登録制度を設けるとともに、様々な広報活動の他、講師登録説明会の開催や免許状失効者等を対象とした研修や学校見学会等を行っているところ。
○ 今後とも府立学校長や市町村教育委員会と連携し、必要な人材の確保に努めてまいる。
項目２⑤⑥
○ 市町村立学校については、市町村教育委員会人事担当者会議等において、府立学校の取組み状況等を情報提供するとともに、ご要望の趣旨をお伝えしてまいりたい。

府立学校については、校長・准校長等に対し、府立学校安全衛生管理者研修会及び健康診断説明会等において、ご要望の趣旨を指導してきたところ。

今後も、引き続き周知に努めたい。
項目３①
○ 児童生徒等の健康診断の実施については、学校教育法及び学校保健安全法の規定に基づき、学校医と相談の上、共通認識をもち、学校や地域の実情に応じて、各学校が実施主体として実施されるものである。
○ 特別な配慮を要する児童生徒等についても同様に実施されるものと認識している。
項目３②
○ 児童生徒等の健康診断の実施については、学校教育法及び学校保健安全法の規定に基づき、学校医と相談の上、共通認識をもち、学校や地域の実情に応じて、各学校が実施主体として実施されるものである。

日本学校保健会「児童生徒等の健康診断マニュアル（平成27 年度改訂）」及び令和６年10月３日付け文部科学省「学校保健安全法に基づく児童生徒等の健康診断の実施に当たって留意すべき事項について」を通知しているので、府教育庁としては、各市町村教育委員会のご指導のもと、各校において適切に実施していただいていることと認識している。
〇 健康診断結果の通知に関して、府立学校においては、現在校務支援システムの活用を進めているところ。府立学校における先進的な取組みに関しては、適宜、情報提供に努めてまいる。
項目３③
○ 学校医の配置については、地域の医師会等と連携するなどし、各市町村教育委員会により配置されている。
項目３⑦
○ 心疾患・腎疾患・アレルギー疾患を有する児童生徒の学校生活における適切な健康管理を行う上で、学校生活指導表の活用は重要であると考える。
〇 提出方法を含めた具体的な運用に関しては、児童生徒等の健康診断マニュアル、学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドラインを参考に適切に行っていただくようお願いする。
項目３⑧
○ 暑さ対策について、大阪府教育庁では、熱中症事故の防止の観点から、市町村教育委員会に対し、所管の学校園の事故等の防止に万全を期すよう指導をお願いするとともに、教職員や指導主事を対象とした学校体育活動等における事故防止に関する研修会等において毎年、注意喚起しているところ。

○ 令和元年度には、熱中症の発生状況を踏まえ、熱中症事故防止を徹底するため、府立学校に対して「熱中症予防のための運動指針」を見直すとともに、「暑さ指数計」を配付し、その対応について、市町村教育委員会への情報提供を行った。
○ 令和７年５月16 日付けで「学校教育活動等における熱中症事故の防止について」を通知する際に併せて、「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き（令和６年４月追補版）」や「熱中症事故対策のポイントの整理・確認に役立つチェックリスト」を各学校で作成している熱中症対策に係るガイドラインの見直し等に活用するよう府立学校及び市町村教育委員会に対して周知したところ。
○ 引き続き、市町村教育委員会に対して、文部科学省からの通知や環境省、日本スポーツ振興センター等からの熱中症予防の普及・啓発に係る関連資料等も含め、学校において必要となる熱中症対策について情報提供を行ってまいる。
項目４①
〇 宿泊を伴う学校行事の引率業務等の１時間単位の勤務時間の割振りについては、引率業務を行う職員の健康、疲労度等を十分考慮し、適宜休憩時間を確保するなど無理のない行事計画（勤務時間の割振り）としている。
項目４②
○ 養護教諭の宿泊行事への参画については、各校の実情に応じて計画する学校保健計画に基づき、適切に対応していただくようお願いする。

〇 また府立学校においては、各校の実情に応じて看護師が宿泊行事に帯同している。そういった事例等を市教育委員会と共有するなど努めてまいる。
項目５①
○ 毎年、学校における食物アレルギーに関する調査を市町村教育委員会に依頼し、アレルギーの実態把握に努めている。（令和7年4月17日教保第1180号）
〇 その結果については、学校保健主管課長会及び学校給食主管課長会等で情報提供をしている。
〇 アレルギー対応の増加は、府教育庁としても認識しているところであり、今後も、養護教諭、栄養教諭の定数確保に努めるとともに、適正な定数管理に努めてまいる。
項目６
○ 保健室整備に関しては、文部科学省学校施設整備指針に基づき、市町村教育委員会において適切に設置されているものと認識している。
〇 また、学校保健安全法第四条学校保健に関する学校の設置者の責務として、「学校の設置者は、その設置する学校の児童生徒等及び職員の心身の健康の保持増進を図るため、当該学校の施設及び設備並びに管理運営体制の整備充実その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする」とあることから、保健室に限らず、学校全体の環境衛生に関して、学校環境衛生基準に基づき、定期検査及び日常点検が確実に実施されるよう、市町村教育委員会に周知してまいる。
項目９①
○ 府内の感染症の動向に関しては、適宜情報提供を行っているが、引き続き、府内の状況を注視し、情報提供に努めてまいる。
〇 感染症予防に関しては、「学校において予防すべき感染症の解説＜令和５年度改訂＞（公益財団法人日本学校保健会）」および「学校における新型コロウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル（文部科学省HP）」等を参考に、適切に努めていただくようお願いする。
項目９②
○ 今後、新型感染症が発生した際には、諸機関と連携のもと、適切に対応するよう努めてまいる。
項目１０④
○ 感染症の予防接種については、法に基づき各市町村の担当部局が実施していることをご理解いただきたい。。
○ なお、府立学校教職員の健康診断では、学校保健安全法及び労働安全衛生法に基づく法定項目以外に、養護教諭及び支援学校教職員等のうち希望者を対象としたB 型肝炎の抗体検査及びワクチン接種を実施する等、受診項目を充実してまいった。
○ また、市町村立学校職員の健康管理をはじめとする安全衛生管理に関する事項は、設置者である市町村教育委員会が所管している。
○ 今後とも、教職員の健康管理に取り組んでまいる。
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